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潟
県
庁
が
「
県
財
政
の
緊
急

事
態
」
を
宣
言
し
、
行
財
政

改
革
有
識
者
会
議
の
初
会
合

が
５
月
７
日
に
開
催
さ
れ
た
。
筆
者
も

委
員
の
一
人
だ
が
、
宣
言
の
理
由
は
、

標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
県
債
残
高
が

約
３
１
７
％
（
全
国
平
均
は
約
１
９
５

％
）
と
47
都
道
府
県
の
う
ち
ワ
ー
ス
ト

１
位
で
高
く
、
２
０
２
１
年
度
末
に
は

財
源
対
策
的
基
金
（
県
の
貯
金
に
相

当
）
が
枯
渇
す
る
見
通
し
が
高
い
た
め

だ
。
人
口
減
少
で
税
収
が
伸
び
悩
み
、

人
口
高
齢
化
で
県
の
社
会
保
障
関
係
の

負
担
増
は
必
至
だ
。

　
他
方
、
中
央
集
権
体
制
の
下
、
国
が

地
方
を
誘
導
す
る
政
策
手
段
の
一
つ
は

地
方
向
け
補
助
金
だ
が
、
小
泉
政
権
で

は
、
地
方
分
権
を
行
う
と
同
時
に
財
政

再
建
を
図
る
た
め
、
①
国
税
か
ら
地
方

税
へ
の
税
源
移
譲
、
②
補
助
金
の
廃
止

・
削
減
、
③
地
方
交
付
税
等
の
見
直
し

を
一
体
的
に
推
進
す
る
「
三
位
一
体
改

革
」
が
行
わ
れ
た
。
最
終
的
に
、
04
〜

06
年
度
の
３
年
間
で
、
約
３
兆
円
の
税

源
移
譲
が
行
わ
れ
る
と
と
も
に
、
４
・

７
兆
円
の
補
助
金
が
削
減
さ
れ
て
、
地

方
交
付
税
・
臨
時
財
政
対
策
債
も
５
・

１
兆
円
、
削
減
さ
れ
た
。

　
そ
の
結
果
、
02
年
度
に
20
・
４
兆
円

で
あ
っ
た
地
方
向
け
補
助
金
等
は
、
06

年
度
で
18
・
７
兆
円
に
縮
小
し
た
。
だ

が
、
そ
れ
以
降
は
増
加
し
、
19
年
度
予

算
で
は
同
27
・
６
兆
円
と
な
っ
た
。　

　
三
位
一
体
改
革
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

地
方
向
け
補
助
金
等
が
増
加
し
て
い
る

理
由
は
、
社
会
保
障
関
係
の
補
助
金
が

増
加
し
て
い
る
た
め
だ
。
02
年
度
で
の

地
方
向
け
補
助
金
等
総
額
の
う
ち
、
社

会
保
障
関
係
は
10
・
５
兆
円
、
そ
れ
以

外
（
文
教
・
科
学
振
興
や
公
共
事
業
関

係
等
）
が
９
・
９
兆
円
だ
っ
た
が
、
19

年
度
で
は
、
社
会
保
障
関
係
が
20
・
２

兆
円
、
そ
れ
以
外
が
７
・
４
兆
円
で
、

社
会
保
障
関
係
が
地
方
向
け
補
助
金
等

の
約
７
割
を
占
め
て
い
る
。

　
こ
の
補
助
金
の
大
部
分
が
、
国
が
地

方
公
共
団
体
と
共
同
で
行
う
事
務
に
対

し
て
一
定
の
負
担
区
分
に
基
づ
き
義
務

的
に
負
担
す
る
必
要
が
あ
る
国
庫
負
担

金
（
高
齢
者
医
療
、
市
町
村
国
保
、
生

活
保
護
）
で
あ
る
。
そ
の
際
、
高
齢
化

で
社
会
保
障
費
が
増
加
す
れ
ば
、
国
庫

負
担
金
に
加
え
、
地
方
負
担
分
も
増
加

し
、
地
方
財
政
を
直
撃
す
る
。

　
今
後
、
新
潟
県
の
よ
う
な
問
題
に
直

面
す
る
地
方
公
共
団
体
は
増
え
て
い
く

だ
ろ
う
。
あ
ら
た
め
て
国
と
地
方
の
役

割
分
担
が
問
わ
れ
て
い
る
。
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社会保障関係の地方向け補助金等
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